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判示事項
1．船荷証券所持人は、たとえ船荷証券が裏書の連続を欠くため形式的資格を有
しなくても、実質的権利を証明するときは、船荷証券上の権利を行使することが
できるものと解される。
2．国際海上運送貨物の濡損事故が当該貨物の船積み前に生じたと認められ、さ
らに、右貨物運送につき発行された船荷証券に記載された無故障文言は包装の内
容物の状態についてまで言及したものではない場合であっても、外観の状態と内
容物の状態が不可分に関連していると認められる場合には、船荷証券に無故障文
言を記載した以上、運送人は濡損事故について損害賠償責任を負う。
1　事実の概要
　海上運送会社であるYは、荷送人A（中国法人）との間で、本件貨物（アーテ
ィフィシャル・エレクトロード・パウダー〔耐火煉瓦の材料〕レの海上運送（中国上海
から岡山県備前片上まで）を請け負い、荷送人をA、荷受人を「TO　ORDER」と
する本件船荷証券2通（証券番号TL1およびTL2）を発行交付した。本件船荷
証券には「本件貨物は外観上良好な状態で船積された（shipped　in　apparent　good
order　and　condition）」旨記載されている（無故障文言）。本件船荷証券は、証券番
号TL2の船荷証券についてはAの白地式裏書、TL1の船荷証券にっいては、
Aの白地式裏書に続いてB銀行のC銀行に対する裏書およびC銀行の有限会社
Dに対する裏書がなされた後（その後、本件訴訟が東京高裁に係属中の平成12年に
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なって被裏書人Dの記載が抹消されている）、それぞれE株式会社が所持するに至
った。到着地において、Yは本件船荷証券と引換に本件貨物をEに引き渡した
が、その際、本件貨物が濡れているのが発見された。そこで、本件貨物にっいて
Eとの間で貨物海上保険契約を締結していたXは、Eに対して本件貨物の損害
相当額にあたる保険金を支払った。以上の事実関係の下、EのYに対する損害
賠償請求権を保険代位により取得したとして、XはYに対して賠償を請求する
　　　　　　（1〉本件訴訟を提起した。
　「原審は、貨物の入っていたコンテナ袋が水が滴るほど塩水に濡れていたが、
これは荷積前に生じたもの（航海中に生じたものではない）と認定した上で、国際
海上物品運送法（法〉9条により、Yは、船荷証券所持人に対して、船積時に貨
物が入っていたコンテナ袋が濡れていたことを主張できないから、この濡れが生
じたのは航海中であると推定され、Xは荷送人の損害賠償請求権につき保険代
位するとして、Xの主位的請求を認容し、これに対してYが控訴した。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ　本件訴訟においては、裁判管轄に関しても聞題となったようであるが（後述7
参照）、本控訴審判決で付加された主たる争点は、①本件濡損事故は航海中に生
じたのか、②Eは本件船荷証券の適法な所持人（国際海上物品運送法9条の船荷証
券所持人）か、③本件無故障文言による運送人の責任の範囲、の各点である。こ
のうち、事実問題である①について本判決は、「本件濡損事故が航海中に生じた
と認めるに足りる証拠がな（く）……かえって、本件濡損事故は、本件貨物の船
積み前に生じたものと認めるのが相当である。」と認定している。
II判決要旨
　控訴棄却
　一　船荷証券の適法な所持人
　国際海上物品運送「法9条は、『運送人は、船荷証券の記載が事実と異なるこ
とをもって善意の船荷証券所持人に対抗することができない。』と規定しており、
右の『船荷証券所持人』とは、船荷証券の『適法な所持人』をいうものであると
ころ、船荷証券所持人は、たとえ船荷証券が裏書の連続を欠くため形式的資格を
有しなくても、実質的権利を証明するときは、船荷証券上の権利を行使すること
ができるものと解される（最高裁昭和31年2月7日第三小法廷判決・民集10巻2号27
頁参照）のであるから、実質的権利を証明した船荷証券所持人もまた『適法な所
持人』に当たるものと解するのが相当である。」
　二　TL2の船荷証券の適法な所持人
　「TL2の船荷証券には、荷送人であるAの白地式裏書がされているので、E
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は正当な所持人であるというべきである。」
　三　TL1の船荷証券の適法な所持人
　国際海上物品運送「法9条の適用が問題になるのは、本件貨物の引渡時点での
形式的資格であるところ、前記のとおり、被裏書人であるDの記載が抹消され
たのは、本件貨物の引渡しが済んだのち本件訴訟が当裁判所に係属中のことであ
るから」、Dの記載を抹消したことにより最後の裏書が被裏書人白地の裏書とな
り裏書が連続する旨のXの主張は採用できないが、Eの実質的権利に関しては、
「Eは、Dの名義を借りて中国との貿易を行ったもので、本件貨物の実質的な輸
入者はEであり、TL1の船荷証券の取得については、Dからその交付を受ける
方法によってその権利を取得したものと認めることができる。」
　「なお、Yは、Eが右船荷証券を取得したことを対抗するためには、債権譲渡
の通知が必要である旨主張するが、Yは、Eが本件船荷証券の適法な所持人であ
ることを認めて本件貨物を引き渡しているのであるから、対抗要件の不備を問題
にすることは、信義則に反して許されないというべきであり、右の主張は採用す
ることができない。」
　四　本件無故障文言の記載と本件濡損事故についての運送人の責任
　「Yは、無故障文言は、運送品そのものの状態を指すものではないから、Y
の責任はないと主張する。
　なるほど、その文言のみに着目すれば、TL2の船荷証券の無故障文言は、直
接には包装された状態の本件貨物が外観上良好であることを記載したものであ
り、本件貨物の内部の状態にまで言及したものではない。
　ところで、Yは、『外観上良好』と記載したことにより、右の記載が事実と異
なることをもって善意の所持人に対抗することができないのであるから、前記の
本件貨物が外観上良好でない状態が運送中に生じたものでないことを主張立証す
ることが許されないこととなる。その結果、所持人であるEは、船積み時に外
観上良好でない状態、すなわち、コンテナ袋から水が滴るほど塩水（海水かどう
かは問うところではない。）に濡れていた状態が航海中に生じたことを前提にしな
ければならないことになる。そして、前認定の事実及び〈証拠略〉によれば、本
件においては、本件貨物の外部（コンテナ袋）も内部（本件貨物）も塩水によって
濡損しており、しかも、その程度は、本件貨物の全量に及び、塩水が滴るほどで
あったことが認められるのであるから、外部の良好でない状態が内部の濡損に直
接結びつくもの、換言すれば、両者の濡損は共通の原因によるもので、不可分の
関係にあるものと認められる（右認定を覆すに足りる証拠はない。）そうすると、
本件船荷証券の無故障文言は、包装の内容物の状態について言及したものではな
いけれども、外観の状態と内容物の状態が不可分に関連していると認められる本
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件においては、運送人であるYは、TL2の船荷証券に無故障文言を記載した
以上、本件貨物のうち右船荷証券に記載された分の本件濡損事故について、責任
を負うものというべきである。」
　「なお、TL1の船荷証券については、指図債権譲渡の方式によらずに取得し
たEは、法9条の保護を受け得ないとの解釈も考えられないではないので、更
に検討する。
　〈証拠略＞によれば、本件貨物の船積み前において、一等航海士が本件貨物の
濡れを発見したので、船積指図書（S／0）に、所々濡れているとのリマークを記
載したこと、メイツ・レシートに一部濡れがある旨記載されていることが認めら
れ、これによれば、Yは、本件貨物に濡れがあることを認識した上で、無故障
文言のあるTL　lの船荷証券を発行したことが認められる。
　そうすると、Yは、事実と相違することを認識しながら、右船荷証券に外観
上良好であるとの虚偽の記載をしたことになるのであるから、善意で右船荷証券
を取得したEに対しては、信義則上、右の取得が指図債権譲渡の方式によらな
いものであることを根拠に、本件濡損事故が船積み前に発生したものであること
を主張することは許されないものと解するのが相当である。」
m研究
　1．船積港が中国上海である本件には国際海上物品運送法が適用される（同法
1条）。国際海上物品運送法上の船荷証券には、同法7条1項3号により、「外部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラから認められる運送品の状態」が記載されなければならず、本件船荷証券にも
「本件貨物は外観上良好な状態で船積された（shipped三n　apparent　good　order　and
condition）」との記載（無故障文言）が認められる。本件では、このような無故障
文言により運送人がどのような責任を負うのかが問題とされたが、その前提とし
て、国際海上物品運送法9条の適用の有無が争われた。
　2．運送人保管中の運送品に損傷が生じた場合には、船荷証券所持人は運送人
に損害賠償を請求することができる（商766条・577条、国際海運3条1項）。もっ
とも、債務不履行に基づく損害賠償請求の一般原則に従い、運送品に損傷が生じ
たのは運送人保管中である旨一運送人保管中に生じた損傷事故発生の具体的事
実、あるいは、運送人保管前には当該貨物は健全な状態であったが船荷証券所持
人に引き渡されたときには損傷していた事実一に関する証明責任は船荷証券所
　　　　ての持人側にある。本件でも、原告・被控訴人Xは、航海中に濡損事故が生じた旨
を証明しようとしたが、本判決は「本件濡損事故が航海中に生じたと認めるに足
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りる証拠がな（く）……かえって、本件濡損事故は、本件貨物の船積み前に生じ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）たものと認めるのが相当である。」と認定した。
　運送人は荷送人から引き渡された運送品をそのまま荷受人に引き渡せばよいの
であり、受取前に生じた運送品損傷の責任は、本来、運送人に課されるものでは
ない。ところが、本件船荷証券には前述のような無故障文言が記載されている。
そこで、国際海上物品運送法9条が適用されれば、運送人船積み前には当該貨物
は外観上健全な状態であったこととされる。この点につき、本件では、船荷証券
所持人が裏書連続による権利者推定を主張できない場合に国際海上物品運送法9
条を適用することができるかが問題とされた。
　船荷証券が発行された場合（商767条）には、船荷証券の流通性確保の趣旨
　（6〉
から、運送人と船荷証券所持人との関係は船荷証券上の記載に従って定められる
（商776条・572条）。国際海上物品運送法上の船荷証券が発行された場合　　外航
運送の場合にも、商法が適用される内航運送の場合同様に、船荷証券（国際海運
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の6条）の記載に対する信頼保護は図られなければならないので、国際海上物品運
送法9条は、運送人と善意の船荷証券所持人との関係は船荷証券上の記載に従っ
て定められることとしている　　このように、船荷証券の記載に対する信頼保護
が問題であるから、ここでいう船荷証券所持人には荷送人は含まれないと解さ
　（8）
れる。それでは、船荷証券を所持するが裏書連続による権利者推定を主張できな
い者は同条の船荷証券所持人から除外されるだろうか。
　善意の船荷証券所持人に対抗できないというのは、運送人と船荷証券所持人と
の間の法律関係に関してであるから、船荷証券所持人の権利主張（運送品引渡請
求）が前提となる。この点、船荷証券は法律上当然の指図証券である（商776条・
574条、国際海運10条）。そして、船荷証券は「物の給付を目的とする有価証券」
であるから、船荷証券所持人は裏書連続による権利者推定（商519条、小19条1
文）でもって権利主張することになる。本件船荷証券も荷送人A、荷受人「TO
ORDER」と記載されて、っまり指図証券として発行されており、その後裏書が
なされている（裏書禁止の旨の記載〔国際海運10条、商574条但書参照〕は存しないと
思われる）。本件TL2の船荷証券になされた裏書は白地式裏書であるが、白地
式裏書も正式な裏書であり（商519条、手13条2項）、最後の裏書が白地式であっ
てもその所持人は適法な所持人と推定される（商519条、小19条2文）。したがっ
て、TL2の船荷証券を所持するEは、その無権利あるいは悪意をYから証明
されない限り、国際海上物品運送法9条の保護を受けえない理由はない。同条の
「船荷証券所持人」を「船荷証券の適法な所持人」と解し、TL2の船荷証券を
所持するEは適法な所持人であるとする本判決は正当である。
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　3．問題はTL1の船荷証券である。最後の裏書の被裏書人はDなのに、そ
の船荷証券を所持する者はEであるから、Eは裏書連続による権利者推定を主
　　　（9）張できない。この点につき、本件訴訟係属中にDの記載が抹消されている（その
経緯は不明）が、最後の被裏書人記載を抹消することにより最後の裏書は白地式
　　　　　　　　　　　　　　（10〉裏書になるとの所説を採ったとしても、本判決が指摘するように、裏書連続によ
る権利者推定は権利行使時に問題となるのであるから、その後に記載の抹消がな
されても意味を成さない。しかしながら、裏書連続は権利行使資格ではなく、権
利者を推定するに過ぎないので、船荷証券所持人は自己の実質的権利を証明する
ことにより権利を行使しうる。そして本判決は、「TL1の船荷証券の取得につ
いては、Dからその交付を受ける方法によってその権利を取得したものと認める
ことができる。」としている。
　本判決がいうような船荷証券の譲渡方法が認められるかは、裏書が禁止されて
いない手形を指名債権譲渡の方法で譲渡できるか、という問題と同様に把握する
ことができよう。通説・判例は右問題を肯定するが、手形の交付が必要である以
上、純粋に指名債権譲渡の方法そのものを認めるわけではなく、手形法に定める
方法ではなく、単なる手形交付による譲渡を人的抗弁が付随する形で認めるもの
　　　（11）といえよう。そして、少なくとも、貨物の実質的な輸入者はEであり、EはD
の名義を借りて貿易を行ったというような事情のある本件においては、右のよう
な譲渡方法も船荷証券につき認めて差し支えないと思われる。この点、さらに本
判決は、「Yは、Eが本件船荷証券の適法な所持人であることを認めて本件貨物
を引き渡しているのであるから、対抗要件の不備を問題にすることは、信義則に
反して許されない」とする。けれども、呈示証券性（商517条）・受戻証券性（商
776条・584条、国際海運10条）が認められる船荷証券につき債権譲渡の通知が必要
だと解する実質的理由はない。債権譲渡の通知が必要だというのは、指名債権譲
渡の方法という構成に過度に引きずられた結果であり、それをさらに信義則で否
定するのは迂遠な論理としかいいようがない。前記のような譲渡方法が認められ
るわけであるから、債権譲渡の通知を必要とする理由はない。したがって、「実
質的権利を証明した船荷証券所持人もまた『適法な所持人』に当たるものと解す
るのが相当である」とする本判決は正当である。
　なお、本判決が参照する最判昭和31年2月7日の事案は、最後の裏書の裏書人
が手形の返還を受けながら被裏書人の記載を抹消しなかったが、最後の裏書は隠
れた取立委任裏書であったというものであり、前記のような譲渡方法も認められ
　　　　　　　　　　　（12〉てもよいと思われる場合である。
4．本判決は、「TL1の船荷証券については、指図債権譲渡の方式によらず
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に取得したEは、法9条の保護を受け得ないとの解釈も考えられないではない」
としてこれを検討している。前述（3〉の検討は、裏書連続による権利者推定を
主張できない船荷証券所持人による権利主張に関してであり、その権利内容につ
き船荷証券の記載を基準としうるか一国際海上物品運送法9条を適用できるか
が、次の問題だというのである。もっとも本判決は、「Yは、事実と相違するこ
とを認識しながら、右船荷証券に外観上良好であるとの虚偽の記載をしたことに
なるのであるから、善意で右船荷証券を取得したEに対しては、信義則上、右
の取得が指図債権譲渡の方式によらないものであることを根拠に、本件濡損事故
が船積み前に発生したものであることを主張することは許されないものと解する
のが相当である。」としている。
　前述のように、船荷証券上の記載を基準に権利内容を把握するのは、船荷証券
の流通性確保を目的とするからである。したがって、裏書禁止の旨が記載された
船荷証券（商776条・574条但書、国際海運10条）には流通性確保の要請は働かない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エ　ラので国際海上物品運送法9条は適用されないと解してよい。一方、裏書が連続し
た船荷証券に関しても、裏書連続は権利者を推定するが権利内容の基準となるも
のではない。権利内容に対する信頼は証券上の文言に対する信頼であり、裏書連
続に対するものではない。そして、無因証券の場合には証券上の文言が証券に化
体される権利の内容を確定するが、要因証券の場合には、文言に信頼した善意の
証券所持人を保護する制度としての文言証券性は抗弁制限制度と実質同意義であ
る。したがって、善意の譲受人が人的抗弁の切断を主張できる指図証券の指図債
権譲渡方法による譲渡の場合（民472条）と異なって、人的抗弁が付随する形で
単なる証券交付によってなす指図証券の譲渡の場合には、人的抗弁つまりここで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）は善意者に対する文言証券性も前者（譲渡人）の段階で判断すべきことになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本件に即していえば、前者Dの悪意をYは主張・証明していないから、結果と
　　　　（16）して譲受人Eに対して運送人Yは、Dに対してと同様に、船荷証券の記載が事
実と異なることを対抗できない。本判決にはこの点につき誤解、つまり、（善意
の）Eが事実の対抗を受けると把握しているようであり、さらに、この誤解を前
提に、事実と異なることを認識した上で船荷証券に虚偽記載したのであるから国
際海上物品運送法9条が適用されないことをYは信義則上主張できないとする。
誤った前提から生じる結論を修復するために、またも信義則を持ち出し、国際海
上物品運送法9条適用と同様の結果を認めるのであるが、これは、事実と異なる
ことを知りながら船荷証券に虚偽の記載をなした運送人は、善意の船荷証券所持
人に事実を対抗できないという一般則（禁反言、権利外観理論）をいうに他ならな
いように思われる。そして、このような一般則は国際海上物品運送法9条に吸収
　　　　　　　　　　　　　　　　　　て　のされるかたちで実現されるのではないのだろうか。本判決は同条の射程をことさ
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らに狭めておきながら、同条と同趣旨の一般則を持ち出しているようであり、か
なり荒っぽい論理のように思われる。
　5．本件船荷証券上の「本件貨物は外観上良好な状態で船積された（shipped
in　apparent　good　order　and　condition）」旨の記載（無故障文言）につき、本判決
は、「その文言のみに着目すれば」、こ「の船荷証券の無故障文言は、直接には包
装された状態の本件貨物が外観上良好であることを記載したものであり、本件貨
物の内部の状態にまで言及したものではない。」という。この前提のもと、本判
決は次のような論理を展開する。すなわち、「Yは、『外観上良好』と記載した
ことにより、右の記載が事実と異なることをもって善意の所持人に対抗すること
ができない」。そして、「本件においては、本件貨物の外部（コンテナ袋）も内部
（本件貨物）も塩水によって濡損しており、しかも、その程度は、本件貨物の全
量に及び、塩水が滴るほどであったことが認められるのであるから、外部の良好
でない状態が内部の濡損に直接結びつくもの、換言すれば、両者の濡損は共通の
原因によるもので、不可分の関係にあるものと認められる」。そうすると、運送
人であるYは、「船荷証券に無故障文言を記載した以上、本件貨物のうち右船荷
証券に記載された分の本件濡損事故について、責任を負う」。
　以上のような論理を検討するにあたって、もう一度、事案の事実関係と本判決
の結論をみておこう。①本件貨物の濡損事故は船積み前に生じていた。②本件貨
物の外部（コンテナ袋）も内部（本件貨物）も全体にわたり濡損しているが、これ
は外部の良好でない状態が内部の濡損に直接結びついた、つまり内部の貨物の異
常が表出したのではなく外来性の濡損一外観から見て内部貨物も濡損している
と認めうる状態にある。③運送人Yは船荷証券上、単に、「本件貨物は外観上良
好な状態で船積された（shipped　in　apparent　good　order　and　condition）」旨（無故
障文言）を記載したに過ぎない。④船荷証券と引換に本件貨物の引渡を受けたE
（船荷証券所持人）は、船荷証券取得のとき、無故障文言が事実と異なることを知
　　　　　　　　　　　（18）らなかった　　善意であった。①～④の事実が一連の事実関係のうち重要であ
る。これらの事実を前提に、本判決は運送人に本件貨物の濡損事故に基づく損害
賠償義務を肯定したのである。
　本件における無故障文言の意味が本判決のいうとおりであれば、国際海上物品
運送法9条によって運送人が善意の船荷証券所持人に対抗できないのは、本件貨
物の外部（コンテナ袋）が船積み時にすでに濡損していた事実である。この段階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19〉では（外観上良好であっても内部貨物は損傷している場合があるから）、前述（2）
のように、運送人保管中に運送品が濡損した事実を証明しなければ、船荷証券所
　　　　　　　　　　　　　　（20）持人は運送人の責任を追及できない。しかしながら、無故障文言が記載された
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「船荷証券の所持人において荷揚当時外部から運送品そのものにつき損傷等の異
常を認めうる状態にあつたときは、特段の事情がないかぎり、運送品そのものの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ損傷等の異常が運送人の運送品取扱中に生じたものと推定することができる」と
いえる。したがって、③の事実および荷揚げ時における前記②の事実を船荷証券
所持人側が証明すれば（④については運送人に反対事実〔船荷証券所持人の悪意〕の
証明責任がある）、コンテナ袋内部の貨物が船積み前にすでに濡損していた事実を
証明しなければ運送人は責任を免れない。そして、運送人によるこの事実の証明
については、船積み時に貨物外部（コンテナ袋）が濡損していた事実を本件運送
人Yは国際海上物品運送法9条により主張できず、かっ、本件濡損が外来性の
事故一外観から見て内部貨物も濡損していると認めうる状態にある以上、真実
の証明としては極めて困難だと思われる。もっとも、本判決は、「本件濡損事故
が航海中に生じたと認めるに足りる証拠がな（く）……かえって、本件濡損事故
は、本件貨物の船積み前に生じたものと認めるのが相当である。」という。この
うち「かえって、」以下の部分は、Yの証明が成功したのではなく（外観状態とは
関係なく内部貨物が船積み前にすでに濡損していた、と認定されているのではない）、
本件濡損事故が航海中に生じたというXの主張を退ける過程での認定であり、
国際海上物品運送法9条の趣旨からみても、本判決の勇み足であろう。つまり、
Yは自己の責任を免れるための証明に依然として成功しておらず、その結果、Y
の責任が肯定されることになる一本事案では、無故障文言による対抗不可の効
力と事実上の推定が組み合わさってこのような結論になるのであり、（内部貨物
の状態にまで言及したのではない）無故障文言の対抗不可の効力が内部貨物の状態
にまで拡大されるわけではない。本判決が「本件船荷証券の無故障文言は、包装
の内容物の状態について言及したものではないけれども、外観の状態と内容物の
状態が不可分に関連していると認められる本件においては、運送人であるYは、
TL2の船荷証券に無故障文言を記載した以上、本件貨物のうち右船荷証券に記
載された分の本件濡損事故について、責任を負うものというべきである。」とい
　　　　　　　　　　　　　　　　のうのは、説明が足りない点もあるが、以上のように解すべきであろう。もう一度
事実関係と結論との関係で見ると、本判決の立場では、（外来性の事故であること
を前提とする）前記①の事実は結論に影響を与えず、前記②～④の事実（②に関し
ては荷揚げ時の状態。④に関しては運送人側に反対事実の証明責任がある）を基礎に
して運送人の責任を認めることになる。
　6．もっとも、前記5①②の事実を前提に考えると、本件無故障文言は外部の
包装状態についてだけでなく内部貨物の状態についても言及するものだと解する
　　　　　　　　　　余地がありそうである。船荷証券に記載すべき事項である「外部から認められる
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運送品の状態」（国際海運7条1項3号）には、「荷造りの状態の良否、運送品の
湿り、変色、錆びなどのほか、包装の外部から感知される音響や臭気なども含ま
　（24）
れる」と、一般に解されており、そして、外観から見て内部貨物も濡損している
と認めうる状態なのに船荷証券に外観良好と記載した運送人は、その記載に内部
貨物にっいての明確な言及がなくても、国際海上物品運送法9条の趣旨からし
て、船積み時に外観から見て内部貨物も濡損していた事実を善意の船荷証券所持
人に主張できないと解すべきだからである（ただし、前記5①の事実および本件貨
物がYからEに引き渡された際の②の事実については認定されているが、船積み時に
おける前記5②の事実については明確な認定がない一本件無故障文言に対する本判決
の理解からすれば船積み時における前記5②の事実について認定する必要はない）。こ
のように、本件無故障文言が内部貨物の状態についても言及するものだとする
と、運送人の責任が肯定される結論は本判決と同じになるが、理由が異なってく
るのでこの点につきさらに検討しておこう。
　本件無故障文言が右のような意味を有するというには、本件文言のみからは判
断できないので、前記5①②の事実（②の事実に関しては船積み時）を証明しなけ
ればならない。けれども、船荷証券取得時に善意である船荷証券所持人がはじめ
からこの証明（証明責任は、無故障文言が内部貨物の状態についても言及する旨を主
　　　　　　　　　　（25〉張する船荷証券所持人側にある）をなすとは通常考えにくい一もちろん、船荷証
券所持人側が右証明に挑戦することもありうるだろうが、その成功は通常は非常
に困難だと思われる（船荷証券所持人が当初から悪意であれば証明しやすいといえよ
うか）。実際には、訴訟の一般的な経過としては、船荷証券所持人側が前記5③
の事実と荷揚時における前記5②の事実を証明して運送人の責任を追及するであ
ろう。これに対して、前述のように、責任を免れようとする運送人は貨物の内部
が船積み前にすでに濡損していた事実を証明しなければない。しかし、この事実
が証明されると、本件濡損が外来性の事故一外観から見て内部貨物も濡損して
いると認めうる状態だった以上、同時に、無故障文言が内部貨物の状態について
も言及すると解されるから、これにより右事実の主張が封じられることになる
（なお一般的論としては、荷揚げ時には外観から見て内部貨物も損傷していると認めう
る状態であっても、船積み時には外観から見て内部貨物の状態が把握できないような場
合も存するであろうが、本件では船積み前にすでに外観から見て内部貨物も濡損してい
ると認めうる状態だったようである）。結局、本件無故障文言による主張制限を、
外部状態に限定しても、内部貨物の状態にまで及ぶとしても、当事者の主張・証
明活動に相違が生じることはない。そうだとすると、船荷証券取得者が本件無故
障文言を外観的に見て分かるのは、少なくとも外部状態の無故障には言及してい
るということであり、内部貨物の状態にまで言及しているかどうかは分からな
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い、というのが実際であり、本件無故障文言は内部貨物の状態にまで言及したも
のではないと断定したのは行き過ぎであったが、本判決は現実的な判断をなした
と評してよいと考える。
　7．なお、「本件船荷証券裏面の第2条には、『この船荷証券に関して生じたあ
らゆる紛争にっいては、船籍の存する場所又は運送人・商人問で相互に合意され
た場所において解決される』旨の英文管轄約款が存在する（本件管轄合意）とこ
ろ、本船の船籍は、中米カリブ海の国ベリーズであ」ったことから、「本判決コ
　　（26）
メント」によると、「わが国裁判所が管轄を有するかが問題となったが、原判決
は、この約款は専属的な管轄合意を定めたものと解することはできないとした。」
ようである。この点、本判決は、「運送人・商人間において格別の合意はされて
いない。」と認定するほか、原判決の判断をそのまま肯定している。問題となる
のは、船荷証券発行時における当事者の管轄合意の内容解釈である（文言証券性
が間題とされているのではない）。この点に関する具体的な事実関係が不明なため
断定はできないが、日本法人である海上運送会社Yと中国法人である荷送人A
との問で中国上海から岡山県備前片上までの海上運送契約が締結されている本件
では、原判決の判断が合理的であるように思われる。
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